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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第３四半期
累計期間

第44期
第３四半期
累計期間

第43期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 9,637,034 10,190,520 12,938,337

経常利益 （千円） 514,648 440,265 655,429

四半期（当期）純利益 （千円） 335,830 226,404 397,751

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,387,297 1,387,297 1,387,297

発行済株式総数 （千株） 6,529 6,529 6,529

純資産額 （千円） 5,245,775 5,481,058 5,285,646

総資産額 （千円） 10,767,161 11,497,928 10,813,766

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 59.92 40.40 70.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 8.00

自己資本比率 （％） 48.7 47.7 48.9

 

回次
第43期

第３四半期
会計期間

第44期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
（円） 15.57 △0.54

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成28年10月26日開催の取締役会において、下記のとおり固定資産を譲渡することを決定するとともに、

同日付で譲渡契約を締結し、平成28年10月28日に物件の引き渡しを行いました。

 

（１）譲渡の理由

　当該固定資産の売却によって得られる資金を、設備資金の一部に充て、経営資源の効率的活用及び財務体

質の強化を図り、さらに安定した経営を目指すために譲渡することといたしました。

 

（２）譲渡資産の内容

資産の内容及び所在地 帳簿価額 譲渡価額 譲渡損

館山太陽光発電所の土地・機械装置等

（千葉県館山市中里字大芝379番地2号他）
792百万円 409百万円 382百万円

 

（３）譲渡先の概要

(１) 名称 株式会社ファミリー商事

(２) 所在地 千葉県千葉市中央区東千葉2丁目8番15号

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役　西條　善内

(４) 事業内容 不動産賃貸業、公衆浴場業、太陽光発電事業

(５) 資本金 81百万円

(６) 当社と当該会社の関係 ・当該会社は当社の株式の23.3％を保有する筆頭株主となります。

  
・代表取締役西條善内は、当社の役員を兼務しております。

・当該会社は、その他の関係会社であるため関連当事者に該当します。

 

（４）譲渡の日程

平成28年10月26日　　　取締役会決議・契約締結日

平成28年10月28日　　　物件引渡日

 

（５）当該事象の損益に与える影響額

　当該事象により、平成29年３月期第３四半期に特別損失として固定資産売却損を382百万円を計上してお

ります。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　（１）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策等により景況感の好転が期待される一方で、社

会保障制度への不信等の将来不安を背景に個人消費の低迷が続いております。さらに、急激な為替の変動、英国

のEU離脱問題、米国大統領選挙の影響や中国経済をはじめとする新興国の景気減速の懸念から、企業収益も足踏

み状態となり、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

　国内の第３四半期累計期間の新車販売は、前年同期比0.9％増の3,500千台と、かろうじて前年を上回りまし

た。登録車は前年同期比5.5％増とプラスを確保しましたが、三菱・スズキの燃費不正問題、個人消費の低迷な

どを背景に軽自動車は前年同期比7.0％減と振るいませんでした。

　外国メーカーの第３四半期累計期間の新車販売は、フォルクスワーゲンがディーゼル車の不正問題によるブラ

ンドイメージ低下の影響等から販売が大きく減少していますが、その他のブランドが増加したことにより、前年

同期比6.4％増の218千台と順調に推移しました。

　このような状況下、当社の当第３四半期累計期間の業績は、売上高101億90百万円（前年同期比5.7％増）とな

りましたが、他社との競争激化等による利益率の低下や館山太陽光発電所の譲渡に伴う固定資産売却損3億82百

万円の計上などにより、営業利益4億42百万円（前年同期比15.2％減）、経常利益4億40百万円（前年同期比

14.5％減）、四半期純利益2億26百万円（前年同期比32.6％減）の増収減益となりました。

　なお、旧野田中古車センターの土地賃借部分3,725㎡を平成28年11月10日に購入し、合計7,544.02㎡を自社保

有地としました。現在、当該土地の有効活用として事業運営会社への長期の賃貸計画が進むなど、今後とも多角

化経営をさらに進め、安定経営に努めてまいります

　事業のセグメント別の状況は下記のとおりです。

 

（車両販売関連事業）

　車両販売関連事業におきましては、当社で取り扱う輸入自動車の販売が比較的堅調に推移した結果、売上高

は、100億10百万円（前年同期比5.9％増）となりましたが、他社との競争激化等により利益率が下がり、セグメ

ント利益は3億48百万円（前年同期比18.8％減）となりました。

（不動産事業）

　不動産事業におきましては、本社階上、西船橋店階上、市川店の賃貸マンションにおいて、入居率の維持、向

上に努め、また平成28年10月より入居が始まった成田店階上の賃貸マンションも順調に推移し、安定的な賃貸収

入が計上できました。この結果、売上高は76百万円（前年同期比9.5％増）となりましたが、販売用不動産の売

却等により、セグメント利益は39百万円（前年同期比10.3％減）となりました。

（発電事業）

　発電事業におきましては、平成28年10月28日付で館山太陽光発電所を株式会社ファミリー商事に譲渡したこと

により、平成28年11月より成田太陽光発電所のみの稼働となったことから、売上高は1億3百万円（前年同期比

11.5％減）となる一方、事業に係る費用が減少した事によりセグメント利益は54百万円（前年同期比12.5％増）

となりました。

 

　（２）財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ6億84百万円増加し114億97百万円となりまし

た。これは、売掛金が1億34百万円減少したものの、現金及び預金が2億79百万円、未収還付法人税等が1億31百

万円、商品が1億8百万円それぞれ増加したこと、また成田赤坂店の完成等により有形固定資産が1億62百万円増

加したことが主な要因であります。

　負債につきましては、前事業年度末に比べ4億88百万円増加し60億16百万円となりました。これは未払法人税

等が1億45百万円減少したものの、借入金が増加したことが主な要因であります。

　純資産につきましては、前事業年度末に比べ1億95百万円増加し54億81百万円となりました。これは、四半期

純利益を計上したことが主な要因であります。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ファミリー(E02690)

四半期報告書

 4/15



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,529,114 6,529,114

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,529,114 6,529,114 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 6,529,114 － 1,387,297 － 348,297

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     924,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   5,602,400 56,024 －

単元未満株式 普通株式       1,914 － －

発行済株式総数 6,529,114 － －

総株主の議決権 － 56,024 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権数10個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（株）ファミリー
千葉県千葉市中央区東千

葉２-８-15
924,800 － 924,800 14.2

計 － 924,800 － 924,800 14.2

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、千葉第一監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 331,393 610,511

売掛金 321,645 187,529

商品 2,114,714 2,223,591

部品及び用品 67,836 105,781

販売用不動産 24,436 13,096

繰延税金資産 20,367 －

未収還付法人税等 － 131,744

その他 233,264 242,202

貸倒引当金 △430 △430

流動資産合計 3,113,230 3,514,026

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,533,132 2,133,200

機械装置及び運搬具（純額） 619,804 352,171

土地 4,352,323 3,968,815

賃貸不動産（純額） 452,275 605,178

建設仮勘定 312,960 344,980

その他（純額） 82,809 111,801

有形固定資産合計 7,353,306 7,516,147

無形固定資産 27,625 25,099

投資その他の資産   

投資有価証券 67,769 86,980

長期貸付金 41,942 38,213

差入保証金 110,045 115,478

繰延税金資産 － 97,049

その他 99,847 104,931

投資その他の資産合計 319,604 442,653

固定資産合計 7,700,536 7,983,901

資産合計 10,813,766 11,497,928

 

EDINET提出書類

株式会社ファミリー(E02690)

四半期報告書

 8/15



 

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 523,624 533,511

短期借入金 2,405,584 2,672,817

未払法人税等 145,279 －

賞与引当金 12,350 6,300

その他 604,343 548,699

流動負債合計 3,691,181 3,761,328

固定負債   

長期借入金 1,608,480 2,049,797

役員退職慰労引当金 37,677 39,826

資産除去債務 8,290 8,368

繰延税金負債 136,227 －

その他 46,261 157,548

固定負債合計 1,836,938 2,255,541

負債合計 5,528,120 6,016,869

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,387,297 1,387,297

資本剰余金 815,014 815,014

利益剰余金 3,277,875 3,459,445

自己株式 △200,842 △200,842

株主資本合計 5,279,345 5,460,915

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,301 20,143

評価・換算差額等合計 6,301 20,143

純資産合計 5,285,646 5,481,058

負債純資産合計 10,813,766 11,497,928
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 9,637,034 10,190,520

売上原価 8,060,386 8,663,154

売上総利益 1,576,647 1,527,365

販売費及び一般管理費 1,055,065 1,084,884

営業利益 521,581 442,480

営業外収益   

受取利息 929 710

受取配当金 1,649 1,674

受取保険金 515 1,990

その他 6,180 5,046

営業外収益合計 9,274 9,421

営業外費用   

支払利息 16,098 11,637

その他 109 －

営業外費用合計 16,207 11,637

経常利益 514,648 440,265

特別利益   

固定資産売却益 － 1,372

賃貸借契約解約金 9,629 －

特別利益合計 9,629 1,372

特別損失   

固定資産除却損 16,499 17,854

固定資産売却損 － 382,644

減損損失 － 28,274

特別損失合計 16,499 428,773

税引前四半期純利益 507,778 12,864

法人税、住民税及び事業税 190,398 3,633

法人税等調整額 △18,451 △217,173

法人税等合計 171,947 △213,539

四半期純利益 335,830 226,404
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ4,314千円増加しており

ます。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期会計期間から適用しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に

係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 171,520千円 170,140千円
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 44,834 8 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 44,834 8 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 車両販売関連 不動産 発電 合計

売上高     

外部顧客への売上高 9,450,069 70,181 116,782 9,637,034

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 9,450,069 70,181 116,782 9,637,034

セグメント利益 428,951 44,553 48,075 521,581

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 車両販売関連 不動産 発電 合計

売上高     

外部顧客への売上高 10,010,297 76,834 103,388 10,190,520

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 10,010,297 76,834 103,388 10,190,520

セグメント利益 348,427 39,946 54,106 442,480

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に

関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期累計期間のセグメント利益が、それぞれ「車両

販売関連」で3,479千円、「不動産」で834千円増加しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 59円92銭 40円40銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 335,830 226,404

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 335,830 226,404

普通株式の期中平均株式数（株） 5,604,257 5,604,257

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ファミリー(E02690)

四半期報告書

13/15



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月10日

株式会社ファミリー

取締役会　御中

 

 千　葉　第　一　監　査　法　人  

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 本橋　雄一　　印

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大川　健哉　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファミ

リーの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第44期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ファミリーの平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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